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はじめに
筆者が下建設産業における職人層の!分解について」を『日本労働協会雑誌』に書き，とくに建築
産業における職人層の分解について考察したのは1971年だった。以来十数年を経た最近，この論文
が取り上げられたり，問い合わせを受けるようになった。あまりこうしたテーマに基づく研究がな
かったことが主要な理由であろうが，やはり，それ以上に社会的理由が考えられよう。
その第ーは，この十数年の聞に建築産業が飛躍的に拡大し，それにともなって建築産業における
供給構造が変化し，技能労働力の不足問題を筆頭に労働問題が重大化してきていることが上げられ
る。第二には，筆者も参加することになった「木造建築研究フォラム」が1986年4月に発足したこ
とに示されるように，木造建築に対する見直しが，林業・建築業にたづさわる人々や研究者，行ニ政
担当者らによって進められてきている事情が上げられる。日本の建築産業にあっては，なお，木造
の占める比重は大きく，職人問題と言えばその基本には，木造建築職人問題がある。同フォラムで
は教育分科会を設定し，建築学の教育や技能労働者の養成問題などを取り上げてきており，筆者も
報告の機会を与えられた。
こうした事情を考慮し，前述の拙文において予測の誤っていた点を正し，見過ごしていた点を補
いつつ，現時点における建築産業の技能労働者問題の論点を，木造建築を中心に整理してみたい。
【I】「木造建築研究ブォラム」の発足
1986年4月22日「木造建築研究フォラム」は発会した。呼掛けの文書によると5 まずその特徴と
言えることは，「いわゆる学者の研究者だけを言うのでは」なく「実務者，家庭人でも『研究ごころ』
のある人はすべて研究者と考えている」ことである。事実これまでに開催された「公開フォラム」
において知り合った人々は，研究者についても建築学，林学，木材学，社会学，経済学と幅広く，
住宅産業の木造担当者，工務庖経営者，設計者，各職種の技能者，木材産業関係者，建築技能者教
育担当者，林業・建築行政担当者，労働組合の書記，主婦等きわめて多様である。このことは，「フ
ォラム」が広い専門分野相互間における交流の広場 (Forum)を創造しようとしたことの反映であ
る。
発会時点では，研究会のテーマとして次のような事項が予定されている。
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「木材資源，材料規格/学校建築，木造庁舎/職人の技術伝承，技能向上/部品と木造/大学教育，
学校教育，技能教育/構造，架構技術，安全性/接合技術/木造と火，防火/法規/保存，維持修
理と耐久/居住性，調湿，環境/木造の性能向上技術/木と健康/歴史的環境保全/古建築と構造
/海外技術情報」
この中には重複すると思われるものもあるが，総じて，林業から木材の建築への利用，その効用，
木造建築生産技術，生産体制，歴史，古建築の保存に至る広範な対象を課題としている。
こうしたメンバー構成と問題意識の多様性は，木造建築が日本人の住宅の中心をなし，日本文化
の一つの表現であり結実であるからである。ではなぜ今こうした研究会が発足し，盛会の内に継続
されているのだろうか。その理由を考えてみよう。
( 1 )資源問題からの発想
発会記念講演会の論題の一つが，「森林保全の経済学と木材利用J (大内力東京大学名誉教授)で
あったことに表われているように，資源としての森林への見直しが必要とされている。戦後の農林
業増産のかけ声の中で植林事業は進んだが，その木々の成長と共に日本経済も成長を遂げ，木々が
成長したときには輸入された外国産材が幅をきかし，山村は過疎化し林業を長期的な眼で育ててい
こうという空気は消えつつあった。逆に国土開発のかけ声は盛んで，山は崩され工場団地ができ，
道路が通り，自然は破壊されていった。林道開発と称して通るようになった道路も，多くは観光道
路としての意味の方が強い立派なものだった。経済の高度成長は集中豪雨的と批判される輸出の増
大を生み，見返りの輸入品としての外材輸入が増大して世界の森林資源の乱伐が批判されている。
山は過疎化を進め，人手不足による人件費の上昇にともない間伐は困難になり国産材の競争力は低
下し，林業は危機にあったのである。
こうした状況に対する反省は，高度成長の終震とともにやってきた。すでに開発による自然破壊
に対しては多くの批判が見られ，たとえば森林の保水力の低下は，水資源問題の一つの原因として
指摘され，また下流における洪水の原因とも指摘されていた。公害批判と共に生態系を守れとの声
も強くなり，森林浴の推奨といった人間と自然との触れ合いの大切さも，都市生活の殺伐さに対す
る反省から主唱されるようになった。人間も自然の一部であることが再確認され始めたのである。
他方，木に対する再評価はオイル・ショックとともにやってきた。資源の有限性への反省から，
木材の再生可能性が評価され，森林資源の再評価につながったのである。
しかし，戦後植林された森林は，間伐の必要性に迫られている。小径木である間伐材の有効な利
用法が関われるようになった。かつてのように薪や木炭の生産といった需要が消滅した今，間伐材
の新たな利用法が発見されないと，間伐作業の人件費が出てこず，どうしてもコストを引き上げる
ことになってしまう。ただでさえ，外材に比較して高いとされる国産材のコストをさらにヲ|き上げ
ることになり，新たな木材加工法とその利用法の開拓が迫られている。
このように，木材の資源としての見直しが始まったのである。
( 2 )木造建築技術の危機
建築に携わっている人々には，日本の伝統的な木造技術が絶えつつある，という危機感がある。
神社仏閣といった特殊な木造建築の技術だけでなく，木造の在来構法による住宅建築においても，
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大資本による住宅供給やプレハブ住宅， 2 x 4 (ツー・パイ・フォー)住宅の普及と共に，いわゆ
る町場建築業(大工工務庖)が次第にシェアーを縮小し，町場の技能が失われつつあるからである。
このことは今に始まったことではないが，徒弟制度による技能の伝達にまったく依存してきた木造
建築は，極端に言えば，ここに至ってその技術が途絶えるのではないかという危機感を生むところ
にまで至ったのである。大工などの技能者には後継者がなく，徒弟的養成制度には志望者がきわめ
て限られているという現状は，一方におけるプレハブやツー・パイ・フォーのシェアー拡大の中で
一層深刻になったのである。
( 3 )木造建築技術教育の構築
前記の危機感のもう一つの要素は，木造建築技術の性格にある。筆者もあらためて再認識させら
れ，驚いたことであるが，大学出身の設計者には木造建築は設計できない，と聞かされたのである。
というのは，大学における建築教育には木造建築教育は含まれてこなかった，ということである。
今日でも限られた大学にしか木造建築技術の講義はないという。
伝統的な木造建築技術は，大工棟梁の頭の中にあった規矩術に基づくものであれ木の種類，木
の性質，部位に合った部材，日本の気候風土にあった木造住宅のあり方等々は，大工棟梁の経験的
知識に依存してきたのである。したがって，こうした技術の伝承が，後継者難，徒弟志望者の枯渇
という事態に至って危機に面しているのである。
建築学研究者においては，日本の建築学への反省とともに，あらためて木造建築技術の客観化の
要請に答えようとしていると言えよう。大学教育においてはもちろんのことであるが，技能者の養
成においてもそれは必要であろう。技能者の養成には多様な角度からの検討が必要であるが，徒弟
的養成制度に依存できないとすれば，様々に限界が指摘されてはきたが，職業訓練校などにおいて
すでに成されてきたように，学校教育としての技能者教育が考えられなければならず，そのために
も木造建築技術の客観化が，前提として成されていなければならない。
( 4 )木の文化への再評価
すでに触れたことであるが，自然との触れ合いを求める現代人の志向性に対応して，伝統的な木
造建築を，堅く冷たいコンクリートに対比して再評価しようとする人々の志向性も強くなっている。
木の肌触り，木肌の美しさ，木の香り，そして日本の気候風土に合った木造，そうした伝統的なも
のへの回帰が見られる。住宅はもちろんのこと，幼稚園・学校建築や老人施設などにも木造の利用
価値は高いという主張もなされている。それは，日本人が馴染んできた木の文化に対する単なる郷
愁であろうか。単なる郷愁であろうとも，人々がその住まいのなかで，より落ち着くことができ，
快適感を味わう生活ができるものであれば，望ましいものといえよう。この点については，木の文
化の良さがどこから来るのかについての科学的な研究が，今後一層進められる必要があろう。また，
木造の火に対する弱さはつねに指摘されてきた。それは，学校建築の耐火構造化がコンクリート化
を進めたことに現れている。木造建築における防火の研究もフォラムでは取り上げられてきている。
いずれにせよ，木造建築の見直しは，こうした方面からも進んできたのである。
以上に述べた諸点以外にも，フォラム参加者の問題意識は多様と思われるが，フォラムの結成は，
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必然性を持って成され，多くの多岐にわたる人々の賛同を得たのである。毎年各地で開催されてき
た「公開フォラムJ も，地元会員，行政，企業等の協力の下に盛会の内に進んでいる。それは，フ
ォラムの意図が，多くの人々の問題意識と合致していることの現れであろう。来年度には，秋に「公
開フォラム」を富山で開催することが決定しており，県内の会員10数名は，いまその準備討論を進
めているところである。この拙論もその準備討論への一助になれば，と思っている。
【I】建築職人層分解論再論一一「ブォラム」教育分科会報告
「木造建築研究フォラム」では内部に教育分科会を設定し，技能労働者の養成問題を中心に検討
してきた。筆者も報告の機会を与えられ，かつての拙論の紹介とその反省にしたがって，今後検討
すべき課題について私見を述べた。その報告をもとに以下に記してみたい。
( 1 )在来木造技術・町場建築業の独自性一一拙論への反省
筆者にとって反省すべき点はほぼ三点あると言ってよい。
第一に，町場から野帳場への技術的連続性を予測したことである。
すなわち，大工棟梁経営である工務庖経営において，大工棟梁が現場作業から次第にその機能を
後退させ，経営機能に純化して行く。他方で木造を主体に施工してきた工務屈が，鉄筋コンクリー
ト造や鉄骨造などにもその施工能力を拡大していく技術的可能性を得る。こうして資本として成長
していく工務庖にあっては，木造から始まって種々の構法をこなす技術を獲得することによって多
様な需要を請負うことが可能となる。世代交代につれて工務庄主の多くが大学等で建築教育を受け
たり，あるいは学卒者を雇用したりして，その可能性を現実化してきている。このことをもって技
術的連続性を述べたのであった。
しかし現実はそのように進んだだろうか。確かに発展を遂げた工務庖はあった。しかし問題は，
それが町場工務庖としての発展だったかということである。つまり，こうして発展し施工高を上げ
ていった工務庖は，はたしてその施工規模の上昇と対応して大工等の技能労働者の雇用をも拡大し
ていったのだろうか。その多くが，建築請負業として拡大したのであり，木造建築を請負った場合
には，町場工務庖を下請として使い，自らは直接に技能労働者を雇用していないのではないか。も
しそうであれば，こうした発展過程は町場工務底それ自体の発展ではない。町場工務底は住宅需要
の拡大にも関わらず自ら受注できる市場を狭められ，下請の地位に置き去りにされていっているに
すぎないのではないか。
こうした疑問を抱く根拠は，先に筆者自身が「技術的連続Jt生J と述べたことが誤っていたという
反省からきている。すなわち，木造建築からピル建築に至る技術的連続性は，請負企業の中に存在
しているにすぎなし技能労働者の中に体現されているのではない。技能労働者は一時的にビル建
築の中で働く場合がある。たとえば大工がビル工事現場においてその木材加工技能者としての技能
を発揮することもあろう。しかしそれは下請労働者として局部的な技能の発揮にすぎなく，彼がそ
うした仕事に従事すればするほど在来の木造建築技術は失われていくのである。町場の大工工務庖
経営者が技能労働者不足を訴える時，同時に指摘することは，いわゆる住宅産業(住宅供給に参入
した大企業，不動産業などから住宅供給へ参入iした業者，プレハブ住宅の生産供給企業，ツー・パ
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イ・フォー生産供給企業など)の下請に大工などの技能労働者が奪われていくことである。それは
大工不足の原因としてだけではなく，木造技術の衰退への不安としての指摘なのである。だからこ
うじた形で町場の大工がピル建築に入っていくことは，けっして技術的連続性の拡大ではない，と
いうのが大工棟梁達の実感なのである。
逆に，町場工務庖が木造建築を主体にしながらビル建築も施工している場合がある。しかしこの
場合も，鉄筋工事や鉄骨工事をそれぞれの業者に請負に出じているのである。親の世代が木造を施
工し，子の世代がビル建築を施工するという形で，町場工務底としての経営を維持している場合も
ある。ただし自ら鉄筋工や型枠工・鉄骨工を雇用しているわけではない。しかし町場工務庖の発展
形態としては最も理想的な形だろう。だが次の時代にどうなるかは，疑問である。
ともあれ，木造建築は，受注者が誰であろうとも，依然として大工棟梁経営あるいは町場大工に
依存して施工されているのである。それは，様々な新建材の登場によって変化したとはいえ，木造
在来構法の，特に大工技術については，その技術的性格が基本的に変わっていないからである。そ
れは技能労働者の養成問題を考えてみれば判る。依然として徒弟的養成方法に依存しているのであ
る。つまり木造建築技術は，手工的技術として独自の技術体系を成していると言うべきであろう。
その独自性をこそ再評価し強調する必要があるのである。その独自性を評価した上でなければ，木
造建築技術の伝達，技能者の養成，大工工務庖の将来像は出てこないというべきであろう。筆者の
「技術的連続性」という指摘は誤りであり，逆に木造在来構法の独自性ζそ強調されなければなら
なかったのである。
第二に，すでに上述したことと関係するが，工務庖経営の資本化の促進が，けっして町場を解体
し，建築請負資本と下請企業に分解するわけではない，ということである。筆者もそのような解体
を予測したわけではないが，いま指摘しておくべきことは，町場の大工棟梁経営は木造在来構法に
対する日本人の好み・需要がなくならないかぎり決して解体されることはない，ということである。
現実にその好み・需要は根強く存在している。ただ，在来木造は高価であるという観念のため，実
需要につながっていない傾向があるが。したがって前述したように木造技術の独自性からして直接
生産を担当するのが大工工務庖であるとすれば，その存在は解体されようがないと言えよう。問題
は，町場の大工工務庖がどのように市場を確保し，どのように技能労働者を養成・確保していくか
にあり，それが今後検討していかねばならない課題である。
第三の反省点は，町場職人層の分解の方向についてである。
筆者は前述のように工務庖の資本化が促進されていることを指摘した。そして親方として将来独
立していく者としての職人層は，その過程において独立の可能性を失い賃金労働者化していく，と
述べた。それは事実今もなお進行している。ただし，住宅需要の増大傾向の中で，同時に町場の工
務庖および技能労働者も再生産されてきた。(木造住宅着工戸数が減少してきている1970年代末以降
は様相を異にしてきているが。)つまり筆者がかつて指摘したほどに，はたして職人層は賃金労働者
として純化していったのだろうか，という疑問をいま持つに至っている。より積極的に言えば，在
来木造技術の独自性のゆえに，町場の職人層の独立可能性は，筆者が予測したより遥かに高かった
のではないだろうか。 60年代に独立に必要とされた輸送手段や電動工具などは，その後の技術革新
- 56 - IF木造建築技術の伝達と町場の再生に向けて』
と所得水準の向上によって相対的に価格低下を来していたのではないか。そうであるとすれば，独
立に必要な資金は職人にとって入手可能な水準であった可能性がある。また作業場の調達は自力で
は確かに困難であったかもしれないが，木材加工は製材業者の作業場を借りて行っている場合もあ
ったようである。そうであるとすれば，基本的には在来木造技術の独自性を基盤とし，需要の増大
傾向の中で独立の可能性は意外に高く，いわゆる一人親方という存在形態をも取りながら職人層は
存在していた，というべきではないだろうか。この点については筆者の次の課題のーっとして実証
分析を進めなければならない。
いづれにせよ，建築産業全体における賃金労働者化は進行しているが，依然として町場は再生産
されてきたのであり，職人層も再生産されてきたことを強調すべきではないか。そうした町場建築
業の存在意義をこそ強調したいのである。
( 2 )建築技能労働者の養成問題について
建築技能労働者の養成問題を考えるに当たってまず必要なことは，どのような労働力が必要とさ
れているかを明らかにすることである。しかしこれがきわめて難しい問題である。職種別の分類は
成されているが，たとえば，一口に大工と言っても，一軒の木造住宅を施工できる町場の大工と，
ビル建築の内装を行う大工では大いに質を異にする。特にその養成問題と関わって考えると，一層
必要な労働力を分類することは難しくなる。筆者にもまだ成案はない。ここではその出発点として，
これまでの教育分科会の報告をも参考にしつつ，現時点での私見を示してみよう。ただしここでは
建築技能労働者すべてではなく，木造建築を主とし，直接に施工に従事する技能労働者を対象とし
ている。
①熟練の質に応じた技能労働力の養成
職種別に労働力を分類するのは当然であるが，それを前提としてどのような指標が立てられなけ
ればならないのだろうか。最も基本的には熟練の性質がある。前述したように同じ木造建築でも，
いわゆる木造在来構法，木質系プレハブ，ツー・パイ・フォーなどがあるが，後二者は基本的に工
場生産による部品・部材を組み立てる工法である。したがって一般的には熟練の性格からすると，
前者は熟練度が高く，後二者は低い。プレハブの場合には住宅の工場生産化を目的としており，今
日では次第に多様化しているが，一定の規格化された間取りの住宅を設計し，工場生産された部品
の組立を基本としており，その組立工をプレハブ工と呼ぶ場合もある。ツー・パイ・フォーの場合
は一定の規格化された部材の結合を基本としており，その施工には比較的短期間の訓練期間があれ
ばよいように労働を単純化している。しかし後二者にあっては，当初から町場の大工が下請あるい
は手間請の形で施工することが多く，その後需要の増大と労働力の不足から独自に養成する企業も
現れてきている。これらの企業にあっては自らの将来を考慮すれば独自に養成することが必要であ
ろう。
このように工法の違いによって熟練の度合を異にするが，特に町場の大工などは，後二者あるい
はビル建築にも通用性のある技能を持っているため流動する可能性があり，それがために町場には
“奪われていく"という感覚が発生することになり，現実にいまなお奪いつつあるのである。
また同じ在来木造構法にあっても，住宅の供給形態の相違によっても熟練の質が異なるように思
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われる。先に述べたことであるが，いわゆる住宅産業企業の下請として木造住宅を施工する場合，
住まい手と施工者との関係は間接的になる。特に建売住宅の場合にはその住宅に誰が住むかはまっ
たく判らないままに施工される。かつての拙論において述べたように，元来，町場にあっては一定
範囲の地域を市場とし，住まい手と施工者との聞に日常的交流があり，この交流を基礎に需給が結
び付き，住まい手のニーズの吸収，建築後のアフター・ケアがなされていた。住宅にあっては，商
品の引渡し後数年してその性能の不備が現れてくる場合が多い。しかも高価な商品であるため，ア
フター・ケアは重要な商品の質的保証を成し，町場では住まい手との交流を通じてそれを保証して
いたのである。このことは熟練の質が，単に技能の内容や知識の内容に留まるものではないことを
示している。それは木造住宅というものが，住まい手の個性，地域社会の独自性，気候風土の地域
性，木の不均質性などを特徴としているからである。大工などが経験的に培ってきた木に関する知
識，木を見る眼といったものが，最近の大工や木造建築の設計者に欠けているとしばしば言われる
所以である。その経験的知識には，その土地にふさわしい木の使い方といったことも含まれている
のである。住宅に関する消費者の苦情処理に関する国民生活センターの報告において，住まい手と
施工者の関係が間接的になることによって契約上の苦情や性能上の苦情が増えていることが指摘さ
れる所以でもある。住まい手と施工者との関係，いいかえれば建築が持つ“地域性"においてこそ，
町場の存在意義があると言えよう。今やその“地域性"は，街並づくりといった広範な課題にまで
広がっている。
このように考えると，工法上の相違だけでなく，供給形態による相違も熟練の質的相違の内容を
成していると言えるだろう。そして町場の熟練労働力の独自性も明らかになると思われる。
ただし，職種によっては工法に関わりなく通用する職種もあり，通用性の高さによって異なった
養成方法が取られなければならないことを，念頭に置く必要がある。
②カナダ・ブリティッシュコロンビア州における技能教育制度
日本における労働力養成は，学校教育による知的熟練の形成は別として，一般的に企業主導の徒
弟制度，あるいはやさしい仕事から難しい仕事ヘ昇格していく“Onthe Job Training"であった。
それらは企業毎に分断的で，技能労働力にあっては資格制度のように社会的に通用するものではな
かった。このことは，職人的熟練技能の社会的地位を非常におとしめ，近代化に遅れた技術として
見られてきた。学歴が異常に重視されることに示されるように，熟練より知識が重視されて来たわ
けである。したがって高度経済成長期の労働力不足の時代を経る中で，進学率の向上とともに職人
志望者は減少し，零細規模による家内工業的・手工業的業種では，労働条件の劣悪さも伴って求人
難が拡大した。
こうした技術的，経済的，社会的諸要因を一つ一つ解決していくことが必要であり，困難な条件
が揃っているのである。
経済的には，不安定就労に伴う所得保障(常用雇用化，退職金制度，老後保障制度)，有給休暇制
度の整備，労働時間短縮などが緊急に解決されなければならない。しかし，たとえば富山の「木造
建築研究フォラム」の議論で出された発言によれば，午後5時に仕事を切り上げると，注文者から
「あの大工は怠けている」といった眼で見られると言う。こうした社会の眼も変わっていかなけれ
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ばならない。総じて社会的地位の向上が求められているのである。
「フォラム教育分科会」における谷卓郎氏(職業訓練大学校)の「カナダ・ブリティッシュコロ
ンビア州におけるアプレンティスシップ制度」の報告は，こうした状況に対する一つの示唆を与え
でいるように思われる。谷氏の報告にしたがって簡単に紹介してみよう。
この制度はすでに1935年に制定されており，以後改訂されながら今日に至っている。
アプレンティスシップとは，見習い工が雇用主との契約に基づいて，仕事に従事しながら高い技
能と職能を習得するための職業訓練をする制度である。訓練課程には 2コースあり，アプレンティ
スシップは，当該課程の就職を確保している者が6ヶ月から 1年間の実務経験を積んだのち受講す
るコース，プレ・アプレンティスシップは，就職先を確保していない者が訓練校において基礎技能
を習得したのち当該職種に就職するコースである。
開設されている職種は，州労働省認定職種177職種のうち58職種についてであり，職種によって入
学資格が異なり，ある職種は 8学年卒以上，ある職種は12学年卒(高等学校卒)以上となっている。
たとえば建築大工科の場合は， 10学年卒以上を入学資格としているが， 12学年卒が望ましいとして
いる。修学期間も 2年から 5年と職種によって異なるが，最も多いのは 4年課程である。 1クラス
の定員は実技訓練の効率を考慮、し16人とされ，受講希望者が多い場合はクラス数を増やす。
受講者には授業料の補助があり，入校経路によって連邦政府の雇用移民局や失業保険局，州政府
の厚生・社会福祉局や法務省などから支出される。訓練は生産現場における O.]. T. (On the Job 
Training) と訓練校での授業Off.]. T. (Off the Job Training) とからなるが， Off. J. T.期間中
の生活費補助は，住居や家族構成に応じてなされ，交通費も支給される。 O.J. T.期間中は見習い
工と雇用主の間に雇用契約が結ばれ賃金が支払われる。賃金額は，半年を 1期として，第1期は熟
練工の賃金の 50%，以後毎期毎に昇給し最終期には 90%になる。なお，見習い工は訓練中にも
雇用主が変わることが多いので，この雇用契約は労働組合が仲立ちしている。この労働組合はいわ
ゆるクラフト・ユニオンであり，いず、れ訓練が終って一人前の熟練工になれば加入することになる。
この訓練制度の特徴を考えてみると，①技能労働力の養成が社会的課題として取り組まれている
こと，②実技重視の技能訓練，③訓練中の生活保障，④訓練に対する業界・労働組合の協力，が挙
げられる。
業界は新しく訓練コースの開設を要望することができ，その場合には業界・労働組合も，訓練基
準を作成する職業諮問委員会に参加する。また 0.].T.期間中の現場訓練も業界の協力の下になさ
れる。
こうして生活の保障の下に訓練がなされ，終了すれば資格が得られ，その資格は業界において認
められており，当該職種の最低賃金の支給が保証されることになる。このように経済的，技術的，
社会的に技能労働力の養成が自覚的に実施されていることは，日本の現状からすると羨ましいかぎ
りと言えよう。
③技能教育制度の整備
19世紀のクラフト・ユニオンは労働組合の内部に徒弟制度を持っていた。カナダの事例は，この
クラフト・ユニオンの徒弟制度を社会化したものと考えられる。社会的に必要な労働力の養成が，
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労働組合だけの力では困難になったか，あるいは業界・労働組合の共通する意志によって国家的に
実施することが必要になったことに発しているのだろう。いずれにせよ，社会的な意志が働いて制
度化されたのである。今日の日本はまさにそれを必要としている。先端技術のみを追い続げるので
はなく，労働の質が問われ，手作りが見直され，木の文化が再評価されてきた今日こそ，人間生活
の中での技能が持つ意義を問う必要がある。それは高度成長の終駕とともに始まった，生活の質を
問うことにもつながることであろう。
そこで木造建築技術の教育制度の創設を提案したい。
すでに民間では事態の緊急性を自覚した人々によって様々な試みが成されている。私的な塾の形
もあり，あるいは建築専門学校の形もある。これらについては教育分科会において多くの報告が成
されており，いずれまとめられることになっている。つまり，もはや旧来の徒弟的養成制度では，
限界にきていることが明らかなのである。したがって，カナダにおいてそうであったように，学校
教育制度として整備せざるをえないと思われるのである。
その場合に，いくつかの条件があろう。
第一に，それは技能労働者の社会的地位の向上にもつながるものでなければならない。そのため
にも資格の社会的通用性を確保するものとして公教育の中に位置づけられるべきであろう。
第二に，資格の社会的通用性を確保するためには，カナダにおける場合と同様，建設業界や労働
組合の協力を必要とする。技能教育は生産現場における実地教育抜きには成り立たない。学校の小
規模な実験室における教育では，即戦力となる労働力は生まれない。また学校における実技教育に
しても，多額の設備費・実験費を必要とする。特定の職種の労働力養成であれば，実地教育の場の
提供や資金的補助の形で，業界が協力することは無理な要請ではないであろう。また日本の建設産
業の労働組合のうち，現場労働者の組織の中心である全国建設労働組合総連合(全建総連)には，
自ら技能者養成を行ってきた経験があり，組合員には自営業者である町場の親方層も加入している
のである。こうした両者の協力の下になされることによって，卒業者に対する資格は，社会的通用
性を確保できるものになるだろう。
第三に，大前提となる技能教育の教育内容の確定という問題がある。確かに木造建築技術に対す
る技術の客観化は遅れていたが，建築学会では在来の木造建築技術の養成に関する研究報告もなさ
れており，職業訓練校などにおける経験もある。したがって，それぞれの職種の優れた技能者をも
含めて，教育体系形成のための研究組織をまず作ることが必要である。ただし，その体系は固定さ
れることなく，教育内容研究組織によって常に再検討され続け，現場からのフィードパックを保証
するものであることが重要であろう。カナダの事例では，訓練基準の作成にはアプレンティスシツ
プ受講経験者をも含む種々の立場の代表が参加していると言う。
第四に，教育内容に工務庖経営に必要ないわば「工務庖経営学」といった科目と，新旧を問わず
種々の木造建築を見学しそこから学ぶ時間を含めることをあえて提案しておこう。単に技能を身に
付けるだけでなく，経営意識を持ち，建築を見る眼を育てることは，受講者にとっての励みとなる
だろう。
第五に，行政の統ーした意志の形成である。関係する省庁としては，建設省，労働省，文部省，
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農林水産省などがあろう。それらの行政機関が統ーした使命感に基づいて，日本の木の文化を育て
ていこうとする一致した意志が必要なことと思われる。
第六に，すでに述べたところであるが，木造建築の地域性を再確認しておく必要があろう。地域
の気候風土によって異なった技術が存在し，また地域によって技能労働力に対する需要も異なる。
したがって地域性を反映した教育組織である必要があろう。設備は充実している必要があるが，大
規模な学校を少数開設するよりも，少人数の学生定員のものを各地に分散することが望ましい。
以上，かなり“思い付き的"という批判を受けかねない提案であるが，日本の現状に即して考え
れば，けっして空想的なものではないはずである。
【II】「新丁場J概念について
筆者の職人層分解論に対して貴重な批判をされ，新たな問題提起をしておられるのが，椎名恒氏
(かながわ総合科学研究所)である。椎名氏は，全建総連東京土建一般労働組合の詳細な調査研究
を初めとして，関東地方の全建総連の組織に関する研究を進めてこられた。その一つの集約が，「建
設産業における就業構造の変化と全建総連の組織的性格J (社会政策学会年報第30集『先端技術と労
働問題』所収， 1986)である。ここまでの叙述で椎名氏の御批判にいくらかは答えていると思うが，
一つの論点について椎名氏の見解に問題提起をしてみたい。
椎名氏の問題意識の出発点は，建設産業の労働問題が問われることになったもう一つの根拠とな
る労働組合の組織化の前進という事実である。日本の労働組合の組織率が1984年に30%を割り，下
降傾向にある中で，組織人員と組織率のいずれも上昇しているのは，公務と建設産業である。現場
労働者の組織で，組織率を伸ばしているのは，さきに挙げた全建総連であり，椎名氏は，その全建
総連の性格と運動について追究してこられた。ここで、は氏の研究の全体に渡って論評することはで
きないが， (氏の研究および東京土建一般労組の研究活動については，別の機会にぜひ検討してみた
いと思う)ここで取り上げるのは氏の「新丁場」の概念についてである。
筆者も先の論文で指摘したように，建設産業の区分として町場・野帳場(野丁場とも書くが，筆
者は野帳場については「帳」を用いてきた)という概念が使われてきた。ところが椎名氏は次のよ
うに書かれる。「従来の区分指標の共通項は，工事規模の大小及び発注者との関係を含む生産組織編
成における支配従属関係の有無，垂直性と水平性の二点に集約される。町場は小規模工事を零細な
大工棟梁が元請し，職人を水平的に編成して施工し，野丁場は土木を含む大規模工事を企業が重層
下請に象徴される垂直的な生産組織編成により施工する。だがこの業種区分指標でも今日の建設産
業の再編，ことに町場の再編の過程で際立つてきた傾向は把握し難い。すなわち工事規模の点では
野丁場の如く大規模でなく，生産組織編成という点では町場の如く水平的ではない領域が，先に指
摘した住宅生産の構造変動の内容そのものとして，国家の支援のもとでの住宅独占企業の戸建て住
宅部門への進出と社会的な生産力水準の上昇のもとで拡がってきた。そこでこの戸建住宅を企業が
垂直的な生産組織によって施工する業種を町場・野丁場とは別イ固に新丁場と称」する， とアそして
この定義にしたがって町場・野丁場・新丁場の年間工事量およびそれぞれに属する労働者数を推計
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された。上記の定義からどのような論理によってこのような量的推計が可能であるか，筆者には理
解しがたいが，ここではまずその定義に対し筆者の見解を述べておきたい。
椎名氏は町場・野帳場の区分を，工事規模と支配従属関係を含む下請関係を持っている生産組織
かどうかによってなされた。後者は，建築物の発注者から直接請け負った元請企業とその工事に参
加する各職別業者との関係が，対等な(水平的)関係であるか支配従属(垂直的)関係を含む関係
であるかを意味している。こうした視点、は，氏の発想、の出発点、が全建総連の性格規定にあったこと
から来るものであろう。労使関係のあり方を生産組織編成の中に見出そうとされたことは当然のこ
とである。そしてまた筆者もすでに述べたように，住宅生産の構造変動の実態は，町場・里子帳場と
いう二つの概念では把握しきれなくなっていることを否定するつもりはない。したがって新丁場と
いう新しい概念を用いることにも異論はない。しかし労働者の性格および労働力の性格をいかに規
定するかが労働組合論にとっても重要であるとすれば，筆者が反省を含めて既述したように，木造
在来構法の技術的独自性および町場の技能労働者の独自性を否定するわけにはいかない。工務屈が
住まい手から直接受注するのではなく，形としては住宅供給企業から下請として受注する場合にも，
それが木造在来構法による住宅工事の場合には，町場の工事の範暁に入れるべきであろう。他方規
模が小さくともそれが鉄筋コンクリート造などの場合には，町場には含みえないと考えるべきであ
ろう。
つまり筆者の現在における見解は，町場・新丁場・野丁場という分類は，厳密には企業体を分類
する概念ではなく，工事を分類する概念と考えるのであり，技術の性格，技能労働者の性格と切り
離せない概念であると考えるのである。木造在来構法による戸建住宅の市場は基本的に町場なので
あり，町場の大工工務庖と住宅供給企業との受注競争の場なのである。その市場が存在するからこ
そ町場の再生という課題も成り立つのである。そして新丁場は，プレハブやツー・パイ・フォーな
どの住宅供給企業の工事を示す概念と考えてはどうであろうか。ただし町場工務庖が木造在来構法
であれ，住宅供給企業の完全な下請となっていったときには，おそらくそこからは，住まい手と折
衝しつつ一軒の木造住宅を立てる技術が再生産されることは難しくなるだろう。棟梁だけが住宅供
給企業の中に取り込まれ，労働者は使い捨てといった状況を作らせてはならないだろう。
【IV]町場の再生に向けて
木造在来構法による住宅生産が再評価されるに伴って，建設省においては種々の施策が取られて
きた。 1976年，建設審議会は「建築生産近代化の推進のための方策に関する答申一一イ主宅等小規模
建築工事の合理化について」を答申し，建設省は，一方で木造の技術的展開を求めて，「木造住宅在
来構法合理化促進事業」が'76"，-，'80年度に，「いえづくり '85プロジェクト」が'83"'-"85年度に，「新木
造建築技術の開発」が'86"'-"90年度に実施され，他方で大工・工務屈など中小建築業者と関連業界の
経営の近代化などを目的として，「木造住宅振興モデノレ事業J('79"'-"83年度)， r地域木造住宅生産供
給促進事業J ('85"'-"86年度)， r木造住宅生産近代化促進事業J ('87"'-')を推進してきた。こうした行
政の施策が契機となって当該者の自覚が生まれることが望まれるが，しかし住宅供給企業の宣伝力，
資金力，情報収集力の前に押され気味なのが現状であろう。
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そこで町場大工・工務庖にとっての最大のテーマは，かつてその性格を規定していた住まい手と
のつながりであろう。都市地域を別にすれば，地方にはなおその性格は残っている。住まい手の側
もそうしたつながりを求めているはずである。設計者との接触を密にし，協同で住まい手を組織し
街並づくりを行っている工務庖もある。また，住まい手のニーズも変化しており，木造在来構法と
いっても部品化された種々の建築資材を活用していくことも必要である。あるいは，木造は高価で
あるとする常識(富山のフォラムの討論では，そんなはずはないとする見解も述べられている)を
打ち破って行くための努力も必要である。木材を初めとする建材の流通問題にもメスを入れなけれ
ばならない。いづれにせよ問題は多く，筆者にとっても前述の建設省の施策の具体的内容とその結
果についての検討，各地におけるさまざまな先進的事例の検討など今後の課題としなければならな
い。今年の秋に予定されている富山での「第12回公開フォラム」のテ←マは，「住まい手と設計者・
施工者との新しい関係J (仮題)となっており，どのような報告がなされるか楽しみである。
今回は，反省と問題意識の整理，仮説的問題提起に終った。 順序が逆であるという批判を受ける
かもしれないが，事実に関する実証分析は今後の課題である。
(注)①椎名恒「建設産業における就業構造の変化と全建総連の組織的性格J (社会政策学会年報第
30集「先端技術と労働問題.!l126頁)
